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研究成果の概要（和文）：本研究は、自動車ディーラー企業を対象として、優れた顧客経験を創造する組織能力
がいかに構築されるのかを実証的に明らかにしようとした。サービス・ドミナント・ロジックにおける価値共創
の観点から、企業の志向性が長期的にシフトするプロセスにおいて、本社と店舗の間の関係性が果たす重要な役
割を特定した。また、顧客経験は本社と店舗の共同努力を通じて創出されるという事実に着目し、両者の間でタ
ッチポイントに関する決定権限がどのように配分されるべきかに関して仮説を構築した。

研究成果の概要（英文）：Focusing on an automobile dealership company, this research aimed to 
empirically investigate how organizational capabilities for creating superior customer experience 
are developed. From the viewpoint of value co-creation in service-dominant logic, this research 
identified an important role that the relationship between headquarters and stores can play in the 
long-term shift of a firm's orientation. In addition, focusing on the fact that customer experience 
is created through a joint effort, this research developed hypotheses regarding how decision making 
authorities regarding touchpoints should be distributed between headquarters and stores. 

研究分野：サービスマネジメント
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、価値共創やタッチポイントに関する決定権限の配分といった組織の観点を導入することで、顧客経験
の性質を検討する先行研究を補完する役割を果たした。また、具体的な仮説を示したことで、新しい理論的・実
証的研究の方向性を示した。実務に対しては、優れた顧客経験を創出するためには顧客とのインターフェースの
設計だけでなく大局的な組織の変革とマネジメントが求められる点を強調するとともに、その際に有益な指針を
提示した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年のビジネスにおいては、購買前から購買後にかけて良質な顧客経験を創出することが市
場における成功のカギとみなされるようになっている。こうした実務的関心を受け、顧客経験
はマーケティング研究において最も重要なトピックの一つとして位置づけられている。しかし、
先行研究は顧客経験の性質に関する理論的考察が中心で、実務における「どのように顧客経験
を創出すればよいのか」という疑問に答えることができていない。本研究は、先行研究に欠け
ている組織の観点を導入することで、顧客経験の創出に関して実りある理解を導こうとするも
のである。 
 
２．研究の目的 
以上の背景の下、本研究の目的は、優れた顧客経験を創出する組織能力を概念化し、その性
質、構築メカニズム、そして長期的な構築プロセスに影響を与える文脈的要因を明らかにする
ことである。研究当初は以下３つのリサーチクエスチョンを設定した。 
（１） 顧客経験志向とは何か 
（２） 顧客経験志向が構築されるメカニズムはどのようなものか  
（３） 顧客経験志向の構築プロセスに影響を与える要因（促進要因・阻害要因）は何か 
 
３．研究の方法 
本研究は理論構築型ケーススタディを中心として進めるものであり、データの収集と分析を
通じて帰納的に理論を組み立てていった。また、当初のリサーチクエスチョンを念頭に置きつ
つ、データ収集を進めながら徐々に問題設定そのものを精緻化していった。 
研究対象は他店舗展開する特定の自動車ディーラー企業である。データは主に営業担当者、
店舗管理者、本社スタッフ、そして経営陣へのインタビューにより収集した。さらに、フィー
ルド観察と内部資料の分析も行った。こうした定性データに加え、質問票調査によって収集し
た定量データも併せて分析した。ただし、当初は新規に質問票調査を実施する予定だったが、
対象企業の状況による制約から、同企業を対象に過去に実施した質問票調査のデータを改めて
分析することにした。 
 
４．研究成果 
本研究の成果は３つの部分に分けてとらえることができる。第１は、予備的に市場志向の構
築プロセスを検討するものである。第２は、顧客経験の創出をサービス・ドミナント・ロジッ
クにおける価値共創の観点からとらえ、その具現化の前提となる企業の志向性のシフトを考察
するものである。第３は、顧客経験の創出にかかわる組織デザインの問題を、主体間における
決定権限の配分の観点から検討するものである。 
（１）組織を販売志向から市場志向へシフトさせようとしても、従来の販売志向に馴染む従業
員の自己概念が脅かされるため、市場志向は拒絶されてしまう。多くの店舗がそのような状況
に陥る中、統計的に無視できるようなごく少数の店舗では市場志向の特定の形態が現れ、改善
を通じて成長していった。経営者は意図的な人材の選抜を通じてそれを組織中に普及していっ
た。以上の現象は、競争的同型化に対する制度的同型化として説明することができる。店舗間
の競争、すなわち自然淘汰により定着した形態が必ずしも望ましいものであるとは限らず、経
営者は「人為選択」を通じて制度的同型化を促進すべきであることが示唆された。市場志向の
構築において従業員の自己概念が障害になるという点は定量分析からも支持された。仮説検証
からは、市場志向が高い場合は改善が進んでいく傾向があることが明らかになったが、一方で、
市場志向が低いまま従来の属人的な営業で高い売上を達成している店舗も見出された。こうし
た店舗の存在は、成功体験から形成された自己概念のために市場志向へのシフトが妨げられる
ことを示唆する。 
（２）顧客経験の創出を具体的にとらえるために、営業の文脈に注目して「価値共創型営業」
を提示するとともに、その具現化について考察を行った。サービス・ドミナント・ロジックに
もとづき、価値共創型営業は顧客による多様な資源の統合を導くものであり、価値提案の構築、
製品・サービスの統合、そして価値実現の支援という一連のプロセスを通じてネットワーク上
のアクターとやりとりを行うものであると概念化した。そうすることで、一人ひとりの顧客と
優れた経験・価値を共創するわけである。経時的ケーススタディでは、価値共創型営業を具現
化するためには、組織全体の志向性（顧客や同僚の捉え方、インタラクションのモード、営業
目標、顧客に対する提供物で分類）がグッズ・ドミナント・ロジック的な志向（G-D 志向）、反
応型市場志向、そして顧客経験志向に相当するサービス・ドミナント・ロジック的な志向（S-D
志向）へとシフトする必要があることを明らかにした。このプロセスにおいては、とりわけ本
社と店舗の間で対話が生まれることが重要であるが、一方で、阻害要因として、物理的な距離
に起因して両者の間で社会的アイデンティティが形成され、それが行動の断絶につながり、結



果的に相互不信が生まれ、社会的アイデンティティが強化されるという負の強化サイクルが存
在する。S-D 志向へのシフトを促して価値共創型営業を具現化するためには、やはり経営者が
長期的な展望の下に組織のマネジメントを行うことが重要であると示唆された。 
（３）顧客経験の創出は、多くの場合、単一の主体というよりも複数主体によって担われる。
すなわち、顧客経験の土台となる、購買前から購買後にかけた多様なタッチポイント（「顧客と
の直接的・間接的接点」）には異なる主体が関与するため、適切な組織デザインが重要となる。
先行研究が見過ごしてきたこのような点に注目し、台湾国立成功大学の許經明氏との共同研究
により、当該自動車ディーラー企業における本社と店舗の間でタッチポイントに関する決定権
限がどのように配分されるべきかを検討した。タッチポイントをブランドプロモーション系タ
ッチポイントと対人系タッチポイントに分け、本社と 46 店舗の間における二者間関係を比較し
た。全般的に決定権限は本社から店舗へシフトしていたが、良質な顧客経験を達成している２
店舗では、ブランドプロモーション系タッチポイントに関する決定権限の行使は実質的に本社
が行なっていた。さらにこの２店舗は、対人系タッチポイントを、本社が構築したブランドプ
ロモーション系タッチポイントへ適応させていた。つまり、タッチポイントに関する決定権限
を、その権限行使のために不可欠な知識を持つ主体が行使しながら、ブランドの観点からタッ
チポイント間の一貫性を達成することが重要であることが明らかになった。さらに、信頼とい
う要因が決定権限の配分に影響することも示唆された。 
 以上の通り、本研究は価値共創や決定権限の配分といった組織の観点を創発的に導入するこ
とで、マーケティング分野における顧客経験に関する先行研究を補完したといえる。顧客経験
志向の測定等、残された課題もあるものの、具体的な仮説を構築したことで、今後の理論的・
実証的研究の方向性を明確に示すことができた。実務に対しては、優れた顧客経験を創出する
ためには、顧客とのインターフェースを設計するだけでなく、長期的・大局的に組織の志向性
をシフトさせるべきこと、また、適切な組織デザインを行うべきことを示した。本研究で示し
た様々な論点は、実務において有益な指針になると考えられる。 
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